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令和元年度普通会計決算の概要について  

 

 「普通会計」とは、総務省が行っている「地方財政状況調査」上、全国統一的に用いら

れる会計区分であり、これにより、全国各市町村との財政比較や統一的な掌握が可能とな

ります。宜野湾市の普通会計は、一般会計と区画整理事業特別会計が調製され、公営事業

会計に属すべき歳入歳出が純計された会計となっています。 

 

令和元年度の本市における普通会計の決算規模は歳入総額４６，０９５，８９９千円、

歳出総額４４，６６０，４８４千円となっています。また平成３０年度の普通会計決算額

と比較すると、歳入で２，０３１，８７３千円の増（４．６％）、歳出で２，１０１，２

５０千円の増（４．９％）となっています。 

 

  歳入科目の対前年度比較では、地方税（市税）は全体として２７４，７０８千円の増（２．

４％）となっており、その内訳として、市民税１０５，５２６千円の増（２．２％）、固

定資産税１１１，４１８千円の増（２．０％）、軽自動車税９，５６９千円の増（３．０

％）、市町村たばこ税４８，２０３千円の増（６．４％）、入湯税８千円の減（△０．２

％）という状況です。 

 

地方譲与税は３，１９４千円の増（２．２％）、地方消費税交付金は６２，３５３千円

の減（△３．９％）となっており、利子割交付金は３，３４９千円の大幅減（△３８．７

％）、配当割交付金は４，４０１千円の増（３０．７％）、株式等譲渡所得割交付金は７

９４千円の増（６．４％）等となっている状況です。また、令和元年度においては、子ど

も・子育て支援臨時交付金１３７，１３９千円の増（皆増）により、地方特例交付金は１

４６，８９１千円の大幅増（３４６．９％）、自動車取得税交付金は１８，１５８千円の

大幅減（△４２．１％）、令和元年度より創設された自動車税環境性能割交付金は４，９

１８千円の増（皆増）という状況です。 

 

地方交付税は９４，６３９千円の増（１．７％）で、うち普通交付税は８１，７３７千

円の増（１．７％）で、特別交付税は１２，９０２千円の増（２．０％）となっています。

また、交通安全対策特別交付金は４１３千円の減（△３．５％）、分担金及び負担金は幼

児教育・保育の無償化による保育所（園）保護者負担金等の減により、１５６，１３９千

円の大幅減（△２９．０％）、使用料も保育料（現年分）１２，９４８千円の減、市立保
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育所保育料１０，５８６千円の減等により、３５，１１８千円の減（△１４．０％）とな

っており、手数料は２，１２０千円の増（１．１％）となっています。 

また国庫支出金は、９９９，１０５千円の増（７．８％）で、その大きな要因としては、

生活保護費の２３７，３５６千円の増、障害者自立支援給付費の１６０，２８４千円の増、

志真志小学校校舎増改築事業費の５１７，８２７千円の減があったことによるものです。 

 

国有提供施設等所在市町村助成交付金は２９，８２９千円の増（４．７％）、県支出金

は６０５，６０３千円の増（１３．２％）となっており、うち沖縄振興公共投資交付金１

３５，５３０千円の大幅増（６９．０％）、沖縄振興特別推進交付金６７，５８４千円の

減（△７．６％）等であります。 

 

財産収入は、債権売却差益金２０，３０６千円（皆増）、軍用地料（特定駐留軍用地内

土地取得事業分）１２，９４９千円の増等により、全体として１１，９０１千円の増（４．

３％）となっています。 

寄附金は、市土地開発公社からの寄附金１００，０００千円の皆減により、全体として

９９６，５４６千円の大幅減（△９４．９％）となっています。 

 

繰入金は、財政調整基金２５３，８２３千円の減、公共施設等整備基金繰入金４５０，

５００千円の減、特定駐留軍用地内土地取得事業基金繰入金１９７，９１２千円の減等に

より、５５６，２７７千円の大幅減（△２８．６％）となっています。 

 

繰越金は、前年度繰越金７８３，７７０千円の増等により８０５，３７１千円の大幅増

（１１５．０％）、諸収入については、プレミアム付商品券売上金１４８，９１６千円の

増（皆増）などにより、１５８，７５２千円の大幅増（１０３．１％）という状況です。 

 

令和元年度の地方債は、志真志小学校校舎増改築事業債４７０，５００千円の増、臨時

財政対策債２２０，４００千円の減等により、７１８，０００千円の大幅増（３５．１．

％）となっています。 

 

次に、目的別歳出の対前年度比較では、議会費は１２，９８３千円の増（４．５％）、

総務費は１，００７，６２４千円の増（１７．３％）、民生費は４３８，２６０千円の増

（２．１％）、衛生費は８，６０１千円の増（０．４％）、労働費は５，９２７千円の増
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（４．９％）、農林水産業費は１，５６４千円の減（△３．９％）、商工費は３７８，８

９１千円の大幅増（２１２．７％）、土木費は２１４，８９２千円の減（△５．８％）、

消防費は１７９，９２２千円の増（１９．５％）、教育費は２５７，２７５千円の増（４．

５％）、公債費は２８，２２３千円の増（１．０％）となっています。 

 

また、性質別歳出の対前年度比較では、人件費は１５４，８１０千円の増（３．４％）、

扶助費は９２２，３７８千円の増（６．３％）、公債費は２８，２２３千円の増（１．０

％）、普通建設事業費は１，２０５，８３２千円の増（１８．６％）、うち補助事業費１，

３０３，１０８千円の大幅増（２１．５％）、うち単独事業費は９７，２７６千円の大幅

減（△２３．８％）となっています。物件費は３４６，８３３千円の増（６．９％）、維

持補修費は２５，７７４千円の増（９．７％）、補助費等は４５８，１１１千円の増（１

３．４％）、積立金６５１，３３４千円の大幅減（△３０．１％）、投資及び出資金０千

円、貸付金１０９千円の減（△１．２％）、繰出金３８９，２６８千円の減（△１２．４

％）という状況です。 

 

決算収支でみると、形式収支１，４３５，４１５千円、実質収支１，１０４，６９８千

円となっています。財政指標は、実質収支比率は５．７％(対前年度比０．８％増)、財政

構造の弾力性を示す経常収支比率は、８８．５％（対前年度比１．９％増）となっていま

す。また、公債費負担比率は１１．５％（対前年度比０．１％増）という状況です。 

 

普通会計決算の各財政指標について 

 

１．財政力指数について  

 「財政力指数」と は、地方交付税法の 規定により算定した 基準財政収入額を基

準財政需要額で除し て得た数値の過去３ ヵ年間の平均値を言 い、「地方公共団体

の財政力を示す指数 」として用いられま す。財政力指数は「１」に近くあるいは「１」

を超えるほど財源に余裕があると見なされる指標です。本市の場合、過去３ヵ年の単年度

数値は、平成２９年度０．６６、平成３０年度０．６７、令和元年度０．６７で３ヵ年平

均の令和元年度財政力指数は、「０．６７」で前年度からの同値となっています。 

令和元年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が０．５５であり、宜野湾市（０．

６７）は、那覇市（０．８４）、浦添市（０．７７）に次ぐ３番目の指数という状況です。 

（決算資料１３・１ ５・２７・２８・３ ０ページ参照）  
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２．実質収支比率について  

 「実質収支比率」とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示す「標準財政規模」に

対する「実質収支額の割合」を示す指標で、黒字の場合、概ね３～５％が望ましいとされ

ています。令和元年度の宜野湾市の実質収支額は、１，１０４，６９８千円で対前年度比

１６５，７７０千円の増（１７．７％）となっています。また、令和元年度の標準財政規

模は、１９，４３２，５７５千円で対前年度比２７５，７６２千円の増（１．４％）であ

り、令和元年度決算での実質収支比率は５．７％で、前年度と比べると０．８％の増とな

っています。これは、市税が全体として２７４，７０８千円の増（２．４％）となったこ

と等が主な要因となっています。 

（決算資料１３・２ ７・２８・３１ペー ジ参照）  

 

３．経常収支比率について  

 経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する指標として使われ、人件費、扶助費、公

債費等の経常的な経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な一般財源がどの

程度充当されたかをみる指標で、この比率が低い程、投資的経費に充当できる一般財源に

余裕があり、財政構造が弾力性に富んでいると言われています。 

令和元年度の普通会計決算では、８８．５％（臨時財政対策債を含めた場合）となって

おり、対前年度比で１．９％の増となっています。 

経常収支比率が増となった主な要因は、「経常的な経費」のうち、対前年度比で、人件

費が０．２％の増、補助費等が０．６％の増、扶助費が０．３％の増、繰出金が０．７％

の増となったこと等が起因します。 

 令和元年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が９０．６％であり、宜野湾市

（８８．５％）は、石垣市（８３．５％）、宮古島市（８５．４％）、南城市（８７．９

％）に次ぐ４番目の指数という状況です。 

（決算資料１４・２ ０・２７・２８・３ ０ページ参照）  

健全な財政運営を図っていく上からも、適正数値の７５％～８０％を目標に更なる努力

が必要であり、経常経費の歳出節減はもちろんのこと、普通交付税や臨時財政対策債等の

依存財源に頼らない、市税を中心とした自主財源の経常的な歳入の増額確保を強化してい

くことが重要となっています。 

 

 

４．実質公債費比率について  
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  地方債の発行に伴う、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模を基本とした額に対する比率で、許可制だった地方債の発行が平成１８年度から協議制

となったことに伴い、それまでの起債制限比率では計算されない公営企業の元利償還金へ

の一般会計からの繰出し等が反映され、自治体の実質的な財政の明確化、透明化等が図ら

れる実質公債比率が導入されました。この比率が１８％以上で地方債発行に国の許可が必

要となり、２５％以上で単独事業の地方債が発行できません。令和元年度の宜野湾市の実

質公債費比率は８．０％となっています。また実質公債費比率は、平成１９年度から財政

健全化判断比率の一つの指標として算定されています。経常収支比率とともに財政構造の

弾力性をみる上で重要な指標とされるものです。地方債はある程度活用することは、やむ

をえないものではありますが、後年度の財政負担とならないよう計画的な地方債発行を行

う必要があります。 

令和元年度決算の県内各市との比較では、県内１１市平均で７．５％であり、宜野湾市

（８．０％）は、浦添市・名護市（５．７％）、沖縄市（６．０％）、南城市（７．１％）、

宮古島市（７．２％）、うるま市・石垣市（７．３％）に次ぐ８番目の数値となっていま

す。 

（決算資料１４・２ ７・２８・３１ペー ジ参照）  

 

５．地方債現在高について  

 令和元年度決算額における地方債現在高は、３０，００７，１７５千円で対前年度比２

２６，０３７千円の増（０．８％）となっています。地方債現在高の増加は、公債費負担

比率や実質公債費比率の上昇とも関係し、これが増加推移していくと財政構造の弾力性は

失われ、将来的な負担増につながります。 

 

公債費の抑制にあたっては、起債を必要とする新規事業の採択を厳選すること、また、

起債の活用をできるだけ行わず事業費の確保を図る必要もあることから、市税や使用料・

手数料等、更なる自主財源の確保対策が必要となります。 

  令和元年度決算の県内各市の状況において、宜野湾市の地方債現在高（３０，００７，

１７５千円）は、那覇市（１３２，９９４，９４１千円）、うるま市（４９，３４８，３

８９千円）、沖縄市（４０，７９２，５３９千円）、宮古島市（４０，７１２，５４０千

円）、浦添市（３６，４９８，８７１千円）、豊見城市（３０，２８４，８４０千円）に

次ぐ７番目の額となっています。 

（決算資料２３・２ ７・２８ページ参照 ）  
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６．債務負担行為額について  

 債務負担行為は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけ

るものを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につき、その行為の内容として定

めておくものであり、予算の一部を構成するものです。 

令和元年度決算では、令和２年度以降、債務負担行為により支出が見込まれている経費

は、９，２５０，９３５千円で対前年度比１，１２１，７３６千円の増（１３．８％）と

なっています。主な要因としては、宜野湾市屋外運動場施設整備事業、大謝名児童センタ

ー建替事業等の減はあるものの、大謝名小学校屋内運動場・水泳プール増改築事業や市庁

舎耐震改修事業などの増によるものです。 

  令和元年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の債務負担行為の翌年度以

降支出予定額（９，２５０，９３５千円）は、那覇市（３６，６６８，０３２千円）、沖

縄市（１６，９８９，３８９千円）、宮古島市（１１，３８４，６７２千円）、石垣市（９，

７４１，７４５千円）に次ぐ５番目の額となっています。 

（決算資料２３・２ ７・２８ページ参照 ）  

 

地方交付税について 

 国税のうち、所得税・法人税の３３．１％、酒税の５０．０％、消費税２０．８％の割

合と、地方法人税の全額を国が地方公共団体に対して交付する税で、地方公共団体間の財

源の不均衡を調整し、どの地域に住んでいても一定の行政サービスを提供できるよう財源

を保障するためのものです。地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。 

 

  普通交付税  

    普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、そ 

の差額（財源不足額）を補てんするため交付されます。 

基準財政需要額 － 基準財政収入額 ＝ 財源不足額 ＝ 普通交付税 

 

  （１）「基準財政需要額」とは、各地方公共団体の実績による経費の支出ではなく、地

方交付税制度上、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために一定の算式で算

定した額です。（標準的な行政運営を行うために必要な一般財源所要額） 

  （２）「基準財政収入額」とは、地方交付税制度上、各地方公共団体の財政力を合理的

に測定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等を一定の方法
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によって算定した額です。 

  令和元年度の交付額は、４，９７０，６５３千円で、歳入総額に占める割合は、１０．

８％で前年度に比べ８１，７３７千円の増（１．７％）となっています。 

  基準財政需要額は、１５，４３５，７９５千円で前年度に比べ３９４，５４１千円の

増（２．６％）であり、基準財政収入額は、１０，４５１，５４８千円で前年度に比べ

２９９，２１０千円の増（２．９％）となっております。 

（決算資料１５・２ ５・２７・２８・３ ０ページ参照）  

 

特別交付税 

特別交付税は、普通交付税の基準財政需要額や基準財政収入額の算定では反映するこ

とのできなかった特別の要因に対して交付されます。令和元年度の交付額は、６６２，

１４２千円で、歳入総額に占める割合は、１．４％で前年度に比べ１２，９０２千円の

増（２．０％）となっています。 

（決算資料２５・３ ０ページ参照）  

 

目的別経費の決算状況について 

 

１．議会費については、対前年度比１２，９８３千円の増（４．５％）となっています。

議員報酬事業７，９１９千円の増等が主な要因となっています。 

 

２. 総務費については、対前年度比１，００７，６２４千円の増（１７．３％）となって

います。宜野湾市屋外運動場施設整備事業５５８，５５４千円の増等が主な要因となっ

ています。 

 

３．民生費については、対前年度比４３８，２６０千円の増（２．１％）となっています。

主な要因としては、介護給付費等事業３９８，９３１千円の増等が主な要因となってい

ます。 

 

４．衛生費については、対前年度比８，６０１千円の増（０．４％）となっています。主

な要因としては、子ども医療費助成事業１８，３２３千円の増等が主な要因となってい

ます。 
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５．労働費については、対前年度比５，９２７千円の増（４．９％）となっています。主

な要因は、シルバー人材センター事業４，６０５千円の増等によるものです。 

 

６．農林水産業費については、対前年度比１，５６４千円の減（△３．９％）となってい

ます。主な要因は、職員給与の２，４８６千円の減等によるものです。 

 

７．商工費については、対前年度比３７８，８９１千円の大幅増（２１２．７％）となっ

ています。主な要因は、プレミアム付商品券発行事業２２５，２０７千円（皆増）、宜

野湾ベイサイド情報センター整備事業１１０，５０１千円（皆増）等によるものです。 

 

８．土木費については、対前年度比２１４，８９２千円の減（△５．８％）となっていま

す。主な要因として、宜野湾１１号道路整備事業５３９，９４５千円の減はあったもの

の、喜友名２３号道路整備事業（キャンプ瑞慶覧）１４６，２０２千円の増、西普天間

住宅地区土地区画整理事業２３４，５９１千円（皆増）が増になったことによるもので

す。 

 

９．消防費については、対前年度比１７９，９２２千円の増（１９．５％）となっていま

す。主な要因は、防災行政無線デジタル化整備事業１６９，３７９千円の増等によるも

のです。 

 

１０．教育費については、対前年度比２５７，２７５千円の増（４．５％）となっていま

す。主な要因としては、志真志小学校校舎増改築事業３２５，８３４千円の減があった

ものの、ＩＣＴ機器活用推進事業２９９，０４６千円（皆増）、野球場施設整備事業１

６５，８２３千円が増になったことによるものです。 

 

１１．災害復旧費については、前年度、今年度とも予算執行はありません。 

 

１２．公債費については、対前年度比２８，２２３千円の増（１．０％）となっています。

要因については、地方債元金償還事業５２，８０５千円の増、地方債利子償還事業２８，

９００千円の減等によるものです。なお、当市は普通会計決算においては、借換債によ

る一括償還分や、企業会計債償還分等は公債費に含めないものとしています。 

（決算資料１８・２２・２５ページ参照） 
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性質別経費の決算状況について 

 

  歳出経費を性質別に、「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」に分類し構

成比を見ることにより、財政運営の健全性や弾力性を図り知ることができるとされていま

す。すなわち、「義務的経費」である人件費や扶助費、公債費の歳出総額に占める割合が

低く、「投資的経費」である普通建設事業費等の割合が高ければ高いほど弾力性があり、

より健全な財政状況にあるといわれています。 

  令和元年度決算における性質別経費の状況を対前年度と比較すると、「義務的経費」で

ある人件費の割合は１０．７％で対前年度比１５４，８１０千円の増（３．４％）となっ

ております。扶助費の割合は３４．９％で、介護給付費等事業３６７，２７２千円の増、

児童扶養手当給付事業２３７，９６９千円の増等により、対前年度比９２２，３７８千円

の増（６．３％）、公債費の割合は６．２％で対前年度比２８，２２３千円の増（１．０

％）となっております。人件費・扶助費・公債費の合計額の歳出総額に占める割合は５１．

８％で、対前年度比１，１０５，４１１千円の増（５．０％）となっています。 

一方、「投資的経費」である普通建設事業費のうち、補助事業費の歳出総額に占める割

合は１６．５％で、西普天間住宅地区土地区画整理事業（補助）２３４，５９１千円（皆

増）、大謝名児童センター建替事業（補助）１７７，４１２千円の増、市庁舎耐震改修事

業１６５，６２１千円の増、防災行政無線デジタル化整備事業１６５，９１７千円の増、

野球場施設整備事業の１６５，８２３千円の増、大謝名小学校屋内運動場・水泳プール増

改築事業の１５５，０９３千円の増等により、対前年度比１，３０３，１０８千円の増（２

１．５％）となっています。また、単独事業費の占める割合は０．７％で、真志喜中学校

屋外教育環境整備事業５１，００１千円の減（皆減）、救急業務高度化資機材緊急整備事

業３３，５８７千円の減（皆減）等で対前年度比９７，２７６千円の減（△２３．８％）

となっております。歳出総額に占める投資的経費の全体の割合は１７．２％で対前年度比

１，２０５，８３２千円の増（１８．６％）となっている状況です。 

「その他の経費」の歳出総額に占める割合は、３１．０％で対前年度比２０９，９９３

千円の減（△１．５％）となっています。「その他の経費」のうち、物件費の歳出総額に

占める割合は１２．１％で、ＩＣＴ機器活用推進事業２９９，０４６千円の増（皆増）等

により対前年度比３４６，８３３千円の増（６．９％）、維持補修費の歳出総額に占める

割合は０．７％で、道路維持管理事業３５，４８０千円の増等により対前年度比２５，７

７４千円の増（９．７％）、補助費等の歳出総額に占める割合は８．７％で、プレミアム
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付商品券発行事業１８５，４６６千円の増（皆増）、放課後児童対策補助金事業４６，８

４１千円の増等により対前年度比４５８，１１１千円の増（１３．４％）、積立金の歳出

総額に占める割合は３．４％で、宜野湾市特定駐留軍用地等内土地取得事業基金積立事業

４７８，１８３千円の減、公共施設等整備基金積立事業４４３，５７６千円の減、財政調

整基金積立事業２５９，０３０千円の増等により対前年度比６５１，３３４千円の減（△

３０．１％）、繰出金の歳出総額に占める割合は６．１％で、国民健康保険特別会計繰出

金事業４５８，４８４千円の減等により対前年度比３８９，２６８千円の減（△１２．４

％）となっております。 

（決算資料１９ページ参照） 

 

総 括 

 

  本市における令和元年度普通会計決算の状況は、前年度と比較すると、歳入・歳出決算

額とも増額となっています。 

財政運営の健全性や弾力性を図る各指標の状況からも分かるとおり、実質収支比率は黒

字の場合概ね３％～５％が望ましいとされているところ、令和元年度は市税が全体として

２７４，７０８千円増になったことにより、５．７％となっています。また、平成１９年

に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政健全化判断比率

においても、実質赤字比率や連結実質赤字比率はなく、実質公債比率も基準値内の８．０

％、将来負担比率も基準値内の６９．２％となっています。 

投資的経費に充当できる状態を示す指標である経常収支比率は８８．５％で、前年度に

比べ１．９％増加しており、この要因については、歳入経常一般財源が増になるとともに、

介護保険特別会計繰出金事業等の増等になったことが要因と言えます。 

 今後の財政状況については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による経済への打撃

は大きいと見られ、今後市税収入のみならず、地方消費税交付金等の依存財源も減額とな

る懸念があります。また、近年の生活保護費や待機児童解消を目的とした施設型給付等事

業をはじめとする扶助費等の社会保障関係経費の伸びが顕著となっています。公共施設の

老朽化等に伴う普通建設事業費の増、多額の赤字を抱える国民健康保険特別会計に対して

は、これまで多額の法定外繰出しを余儀なくされてきました。本市としては、これまで国

への積極的な要請による高率補助や交付金等の増額を実現し、福寿園や野嵩保育所の民間

譲渡などの行財政改革により一定の財源を確保してきたものの、前述の事由により、社会

情勢や市民ニーズに対応するための事業を実施するために必要となる一般財源の捻出が困
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難となっており、財政調整基金を始めとする各種基金の取崩しや市土地開発公社から多額

の寄附金を受けるなどの手法で予算編成を行ってきました。しかし、取崩し可能な基金等

からの繰入れを考慮してもなお財源不足が生じる見込みとなっているうえ、先に述べた新

型コロナウイルス感染症拡大の影響による経済への打撃は大きいと見られ、今後市税収入

のみならず、地方消費税交付金等の依存財源も減額となる懸念があることから、今後もこ

れまでにない非常に厳しい予算編成となる状況が想定されております。 

 この危機的な財政状況を打開し、将来にわたって安定的に市民サービスを提供していく

ためにも更なる改革を検討する必要があることから、平成３１年４月に「宜野湾市行財政

改革・集中改革方針２０１９」を策定し、今後取り組むべき重点項目を定めました。令和

２年度においても前年度に引き続き同内容に取り組むことを通して財源確保に努め、今後

も、老朽化等により確実に更新が必要となる各種公共施設等への対応や市民の安全・安心

を守る事業の実施などはもちろんのこと、行政の停滞を生じさせないよう職員一丸となっ

て、更なる行財政改革を強力に推進していかなければなりません。 
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財 政 力 指 数 0.64 0.65 0.66 0.67 0.67

実質収支比率 3.7 4.1 2.1 4.9 5.7
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（単位：％）

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

経 常 収 支 比 率 87.4 86.1 87.9 86.6 88.5

公 債 費 負担 比率 11.7 11.1 11.7 11.4 11.5

実 質 公 債費 比率 8.6 8.1 7.8 7.8 8.0
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経常収支比率、公債費負担比率、実質公債費比率
経常収支比率

公債費負担比率

実質公債費比率

公債費負担比率

経常収支比率

実質公債費比率
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

基準財政需要額 13,939,505 14,429,206 14,707,315 15,041,254 15,435,795

基準財政収入額 9,040,540 9,549,801 9,868,035 10,152,338 10,451,548

標 準 財 政 規 模 17,853,701 18,297,087 18,695,754 19,156,813 19,432,575

普 通 交 付 税 4,893,166 4,867,535 4,827,678 4,888,916 4,970,653

(単位：千円)
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普通交付税

標準財政規模

基準財政需要額

基準財政収入額

普通交付税

- 15 -



経常一般財源推移表 構成比較表

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

地 方 税 10,431,763 10,756,673 11,007,125 11,503,247 11,777,955 58.5 59.6 59.8 60.2 60.3
地方譲与税 146,072 144,651 146,949 148,292 151,486 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
利子割交付金等 68,970 34,474 56,124 35,336 37,182 0.4 0.2 0.3 0.2 0.2
地 方 消 費 税
交 付 金 1,461,168 1,345,346 1,462,230 1,609,975 1,547,622 8.2 7.4 7.9 8.4 7.9

特別地方消費税
0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自 動 車 取 得 税
交 付 金 等 25,622 27,367 38,329 43,112 29,872 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1

地方特例交付金
26,465 29,116 34,889 42,347 189,238 0.2 0.2 0.2 0.2 1.0

普通交付税 4,893,166 4,867,535 4,827,678 4,888,916 4,970,653 27.4 27.0 26.2 25.6 25.4
交 通 安 全 対 策 14,420 13,653 12,837 11,877 11,464 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
使用料・手数料等 9,743 9,298 16,293 224 1,546 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0
国 有 提 供 施 設 572,283 611,152 618,897 630,973 660,802 3.2 3.4 3.4 3.3 3.4
財 産 収 入 139,914 141,743 154,318 144,861 146,934 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7
諸 収 入 43,692 72,692 29,422 41,099 20,786 0.2 0.4 0.2 0.2 0.1

計 17,833,278 18,053,700 18,405,091 19,100,259 19,545,540 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

(単位：千円：％)
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経常一般財源構成比較表

財産収入

国有提供施設

普通交付税

地方特例交付金

地方消費税

交付金

地方譲与税

地方税

- 16 -



区　　　　分 平成27年度 伸び率 平成28年度 伸び率 平成29年度 伸び率 平成30年度 伸び率 令和元年度 伸び率
経常一般財源充当 16,746,552 6.7 16,529,756 △ 1.3 17,259,474 4.4 17,598,597 2.0 18,199,674 3.4
経常一般財源収入 17,833,278 5.8 18,053,700 1.2 18,405,091 1.9 19,100,259 3.8 19,545,540 2.3
減税・臨時財政債 1,328,746 △ 5.2 1,135,708 △ 14.5 1,219,143 7.3 1,230,306 0.9 1,009,906 △ 17.9

経 常 収 支 比 率 87.4 1.6 86.1 △ 1.3 87.9 1.8 86.6 △ 1.4 88.5 2.0

区　　　　分 平成27年度 伸び率 平成28年度 伸び率 平成29年度 伸び率 平成30年度 伸び率 令和元年度 伸び率
地 方 税 収 入 額 10,431,763 1.8 10,756,673 3.1 11,007,125 2.3 11,503,247 4.5 11,777,955 2.4
税 徴 収 率 95.1 1.0 96.2 1.1 96.9 0.7 97.5 0.6 97.7 0.2

(単位：千円：％)

(単位：千円：％)
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地方税及び徴収率推移表
地方税収入額

税徴収率
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区　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度 令和元年度

議会費 326,989 297,264 294,198 291,028 304,011 0.9 0.8 0.7 0.7 0.7

総務費 5,356,743 5,466,191 6,052,514 5,836,229 6,843,853 14.2 14.0 14.5 13.7 15.3

民生費 18,214,942 19,030,462 21,305,658 20,916,922 21,355,182 48.3 48.9 50.8 49.1 47.8

衛生費 1,940,411 1,903,056 1,975,137 2,015,570 2,024,171 5.1 4.9 4.7 4.7 4.5

労働費 114,136 89,509 127,091 121,167 127,094 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3

農水費 36,144 41,177 50,888 40,134 38,570 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

商工費 804,219 165,552 169,987 178,142 557,033 2.1 0.4 0.4 0.4 1.2

土木費 3,474,339 2,596,132 2,524,663 3,726,241 3,511,349 9.2 6.7 6.0 8.8 7.9

消防費 890,302 740,032 855,596 920,957 1,100,879 2.4 1.9 2.0 2.2 2.5

教育費 3,903,267 5,941,548 5,856,454 5,754,728 6,012,003 10.4 15.3 14.0 13.5 13.5

災害復旧

公債費 2,636,809 2,627,517 2,709,128 2,758,116 2,786,339 7.0 6.8 6.5 6.5 6.2

計 37,698,301 38,898,440 41,921,314 42,559,234 44,660,484 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（単位：％）（単位：千円）目的別経費推移表 目的別経費構成推移表
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

人 件 費 4,474,127 4,475,096 4,687,108 4,599,558 4,754,368 11.9 11.5 11.2 10.8 10.6

扶 助 費 12,619,566 13,634,471 14,064,448 14,677,864 15,600,242 33.5 35.1 33.5 34.5 34.9

公 債 費 2,636,809 2,627,517 2,709,128 2,758,116 2,786,339 7.0 6.8 6.5 6.5 6.2

普 通 建 設 事 業 費 5,029,571 4,809,442 5,689,451 6,476,260 7,682,092 13.3 12.4 13.6 15.2 17.2

そ の 他 12,938,228 13,351,914 14,771,179 14,047,436 13,837,443 34.3 34.2 35.2 33.0 31.1

合 計 37,698,301 38,898,440 41,921,314 42,559,234 44,660,484 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

性質別経費構成推移表 （単位：％）（単位：千円）性質別経費推移表
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(単位：％）

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

人 件 費 21.5 20.9 19.9 20.0 20.2

扶 助 費 19.1 20.2 21.6 19.7 20.0

公 債 費 13.1 12.6 13.4 13.3 13.2

物 件 費 14.9 15.4 14.8 16.7 16.6

そ の 他 18.8 17.0 18.2 16.9 18.5

経常収支比率 87.4 86.1 87.9 86.6 88.5
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経常収支比率の経費別推移表
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人 件 費
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(単位：千円：％)

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

普通建設事業 5,029,571 4,809,442 5,689,451 6,476,260 7,682,092

補助事業 4,439,634 3,984,421 5,295,494 6,066,728 7,369,836

単独事業 589,937 802,354 393,957 409,532 312,256

一般財源充当額 657,838 1,013,990 1,116,676 959,762 1,466,578
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普通建設事業・一般財源充当額推移表
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地方債・公債費比較 (単位：千円：％)

区　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
地方債（歳入） 2,183,046 2,475,208 2,032,743 2,048,306 2,766,306
公債費（歳出） 2,636,809 2,627,517 2,709,128 2,758,116 2,786,339

うち元金 2,242,560 2,273,721 2,392,099 2,478,090 2,540,269

うち利子 394,034 353,431 315,438 279,419 244,880

うち一借利子 215 365 1,591 607 1,190

うち特定債 0 0 0 0 0

0
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(単位：千円)

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
債務負担行為
限度額 13,781,669 17,714,765 15,299,003 14,186,874 14,661,782

地方債現在高 30,368,789 30,570,277 30,210,921 29,781,138 30,007,175

0
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債務負担行為限度額・地方債現在高推移表
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6
3
6
,
8
0
9

△
 
2
.
4

2
,
7
0
2
,
7
2
6

4
.
1

2
,
5
9
5
,
4
5
9

1
.
6

普
通

建
設

事
業

費
7
,
6
8
2
,
0
9
2

1
8
.
6

6
,
4
7
6
,
2
6
0

1
3
.
8

5
,
6
8
9
,
4
5
1

1
8
.
3

4
,
8
0
9
,
4
4
2

△
 
4
.
4

5
,
0
2
9
,
5
7
1

△
 
2
4
.
3

6
,
6
4
8
,
3
2
1

△
 
2
0
.
4

8
,
3
5
2
,
0
9
7

5
9
.
9

う
ち

補
助

事
業

費
7
,
3
6
9
,
8
3
6

2
1
.
5

6
,
0
6
6
,
7
2
8

1
4
.
6

5
,
2
9
5
,
4
9
4

3
2
.
2

4
,
0
0
7
,
0
8
8

△
 
9
.
7

4
,
4
3
9
,
6
3
4

△
 
2
6
.
7

6
,
0
5
6
,
4
1
7

△
 
1
3
.
6

7
,
0
1
2
,
4
3
8

5
0
.
8

う
ち

単
独

事
業

費
3
1
2
,
2
5
6

△
 
2
3
.
8

4
0
9
,
5
3
2

4
.
0

3
9
3
,
9
5
7

△
 
5
0
.
9

8
0
2
,
3
5
4

3
6
.
0

5
8
9
,
9
3
7

△
 
0
.
3

5
9
1
,
9
0
4

△
 
5
5
.
8

1
,
3
3
9
,
6
5
9

1
3
3
.
2

災
害

復
旧

事
業

費
0

0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

失
業

対
策

事
業

費
0

0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

物
件

費
5
,
4
0
4
,
6
9
7

6
.
9

5
,
0
5
7
,
8
6
4

△
 
1
0
.
5

5
,
6
4
8
,
3
7
3

6
.
5

5
,
3
0
2
,
1
6
4

1
4
.
5

4
,
6
3
0
,
9
1
8

7
.
2

4
,
3
2
1
,
1
6
5

△
 
3
.
9

4
,
4
9
7
,
3
2
0

8
.
7

維
持

補
修

費
2
9
2
,
8
2
0

9
.
7

2
6
7
,
0
4
6

9
.
1

2
4
4
,
6
8
2

△
 
1
0
.
3

2
7
2
,
7
6
5

1
9
.
9

2
2
7
,
5
2
9

1
2
.
7

2
0
1
,
8
4
0

7
1
.
1

1
1
7
,
9
9
7

9
.
1

補
助

費
等

3
,
8
7
8
,
0
9
8

1
3
.
4

3
,
4
1
9
,
9
8
7

1
6
.
4

2
,
9
3
8
,
3
9
0

3
9
.
4

2
,
1
0
7
,
5
5
6

△
 
2
3
.
5

2
,
7
5
5
,
6
8
0

3
6
.
9

2
,
0
1
2
,
9
6
9

1
9
.
8

1
,
6
8
0
,
5
5
8

5
.
0

積
立

金
1
,
5
0
9
,
7
5
2

△
 
3
0
.
1

2
,
1
6
1
,
0
8
6

9
.
3

1
,
9
7
7
,
1
9
2

△
 
0
.
4

1
,
9
8
5
,
4
7
2

1
2
.
8

1
,
7
6
0
,
0
3
1

△
 
5
6
.
8

4
,
0
7
8
,
5
3
9

0
.
5

4
,
0
5
8
,
1
8
1

2
8
8
.
1

投
資

及
び

出
資

金
0

0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

貸
付

金
9
,
0
7
1

△
 
1
.
2

9
,
1
8
0

△
 
2
.
7

9
,
4
3
4

3
.
6

9
,
1
0
8

1
.
2

9
,
0
0
0

△
 
6
0
.
0

2
2
,
5
0
0

0
.
0

2
2
,
5
0
0

0
.
0

繰
出

金
2
,
7
4
3
,
0
0
5

△
 
1
2
.
4

3
,
1
3
2
,
2
7
3

△
 
2
0
.
8

3
,
9
5
3
,
1
0
8

7
.
6

3
,
6
7
4
,
8
4
9

3
.
4

3
,
5
5
5
,
0
7
0

△
 
1
0
.
2

3
,
9
5
9
,
1
9
9

7
.
8

3
,
6
7
2
,
9
5
6

1
.
4

前
年

度
繰

上
充

用
金

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

歳
出

合
計

4
4
,
6
6
0
,
4
8
4

4
.
9

4
2
,
5
5
9
,
2
3
4

1
.
5

4
1
,
9
2
1
,
3
1
4

7
.
8

3
8
,
8
9
8
,
4
4
0

3
.
2

3
7
,
6
9
8
,
3
0
1

△
 
6
.
7

4
0
,
4
2
7
,
0
7
8

△
 
0
.
8

4
0
,
7
3
9
,
8
7
5

2
1
.
7

区
分

令
和

元
年

度
前
年
度
比
較

平
成

3
0
年

度
前

年
度

比
較

平
成

2
9
年

度
前

年
度

比
較

平
成

2
8
年

度
前

年
度

比
較

平
成

2
7
年

度
前

年
度

比
較

平
成

2
6
年

度
前

年
度

比
較

平
成

2
5
年

度
前

年
度

比
較

議
会

費
3
0
4
,
0
1
1

4
.
5

2
9
1
,
0
2
8

△
 
1
.
1

2
9
4
,
1
9
8

△
 
1
.
0

2
9
7
,
2
6
4

△
 
9
.
1

3
2
6
,
9
8
9

5
.
8

3
0
9
,
1
6
6

△
 
1
.
8

3
1
4
,
9
6
1

△
 
3
.
4

総
務

費
6
,
8
4
3
,
8
5
3

1
7
.
3

5
,
8
3
6
,
2
2
9

△
 
3
.
6

6
,
0
5
2
,
5
1
4

1
0
.
7

5
,
4
6
6
,
1
9
1

2
.
0

5
,
3
5
6
,
7
4
3

△
 
5
0
.
8

1
0
,
8
7
9
,
5
2
9

3
7
.
8

7
,
8
9
5
,
8
2
1

9
4
.
4

民
生

費
2
1
,
3
5
5
,
1
8
2

2
.
1

2
0
,
9
1
6
,
9
2
2

△
 
1
.
8

2
1
,
3
0
5
,
6
5
8

1
2
.
0

1
9
,
0
3
0
,
4
6
2

4
.
5

1
8
,
2
1
4
,
9
4
2

4
.
2

1
7
,
4
8
0
,
0
6
6

8
.
1

1
6
,
1
6
7
,
1
0
1

5
.
1

衛
生

費
2
,
0
2
4
,
1
7
1

0
.
4

2
,
0
1
5
,
5
7
0

2
.
0

1
,
9
7
5
,
1
3
7

3
.
8

1
,
9
0
3
,
0
5
6

△
 
1
.
9

1
,
9
4
0
,
4
1
1

5
.
5

1
,
8
3
9
,
6
1
0

3
.
2

1
,
7
8
1
,
7
2
6

3
.
3

労
働

費
1
2
7
,
0
9
4

4
.
9

1
2
1
,
1
6
7

△
 
4
.
7

1
2
7
,
0
9
1

4
2
.
0

8
9
,
5
0
9

△
 
2
1
.
6

1
1
4
,
1
3
6

△
 
5
5
.
1

2
5
3
,
9
3
1

△
 
4
4
.
9

4
6
0
,
8
8
3

1
5
3
.
1

農
林

水
産

業
費

3
8
,
5
7
0

△
 
3
.
9

4
0
,
1
3
4

△
 
2
1
.
1

5
0
,
8
8
8

2
3
.
6

4
1
,
1
7
7

1
3
.
9

3
6
,
1
4
4

△
 
8
.
3

3
9
,
4
0
6

0
.
4

3
9
,
2
5
8

△
 
2
4
.
2

商
工

費
5
5
7
,
0
3
3

2
1
2
.
7

1
7
8
,
1
4
2

4
.
8

1
6
9
,
9
8
7

2
.
7

1
6
5
,
5
5
2

△
 
7
9
.
4

8
0
4
,
2
1
9

3
7
8
.
5

1
6
8
,
0
7
2

△
 
4
.
5

1
7
6
,
0
5
6

△
 
1
.
2

土
木

費
3
,
5
1
1
,
3
4
9

△
 
5
.
8

3
,
7
2
6
,
2
4
1

4
7
.
6

2
,
5
2
4
,
6
6
3

△
 
2
.
8

2
,
5
9
6
,
1
3
2

△
 
2
5
.
3

3
,
4
7
4
,
3
3
9

1
4
.
4

3
,
0
3
6
,
1
6
3

△
 
9
.
2

3
,
3
4
4
,
8
7
5

1
.
9

消
防

費
1
,
1
0
0
,
8
7
9

1
9
.
5

9
2
0
,
9
5
7

7
.
6

8
5
5
,
5
9
6

1
5
.
6

7
4
0
,
0
3
2

△
 
1
6
.
9

8
9
0
,
3
0
2

9
.
9

8
1
0
,
0
9
7

△
 
2
.
9

8
3
3
,
9
9
3

1
9
.
0

教
育

費
6
,
0
1
2
,
0
0
3

4
.
5

5
,
7
5
4
,
7
2
8

△
 
1
.
7

5
,
8
5
6
,
4
5
4

△
 
1
.
4

5
,
9
4
1
,
5
4
8

5
2
.
2

3
,
9
0
3
,
2
6
7

3
4
.
2

2
,
9
0
8
,
3
1
2

△
 
5
9
.
2

7
,
1
2
9
,
7
4
2

4
1
.
4

災
害

復
旧

費
0

0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

公
債

費
2
,
7
8
6
,
3
3
9

1
.
0

2
,
7
5
8
,
1
1
6

1
.
8

2
,
7
0
9
,
1
2
8

3
.
1

2
,
6
2
7
,
5
1
7

△
 
0
.
4

2
,
6
3
6
,
8
0
9

△
 
2
.
4

2
,
7
0
2
,
7
2
6

4
.
1

2
,
5
9
5
,
4
5
9

1
.
6

諸
支

出
金

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

歳
出

合
計

4
4
,
6
6
0
,
4
8
4

4
.
9

4
2
,
5
5
9
,
2
3
4

1
.
5

4
1
,
9
2
1
,
3
1
4

7
.
8

3
8
,
8
9
8
,
4
4
0

3
.
2

3
7
,
6
9
8
,
3
0
1

△
 
6
.
7

4
0
,
4
2
7
,
0
7
8

△
 
0
.
8

4
0
,
7
3
9
,
8
7
5

2
1
.
7

 
（

単
位

：
千

円
、

％
）

　
　

　
歳

　
　

出
　

　
決

　
　

算
　

　
推

　
　

移
　

　
表
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区
分

令
和

元
年
度

前
年

度
比
較

平
成
3
0
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
9
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
8
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
7
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
6
年

度
前

年
度

比
較

歳
入

総
額

Ａ
4
6
,
0
9
5
,
8
99

4
.
6

4
4
,
0
6
4
,
0
26

3
.
4

4
2
,
6
0
4
,
5
75

6
.
9

3
9
,
8
5
4
,
5
63

3
.
4

3
8
,
5
5
6
,
8
01

△
 
7
.0

4
1
,
4
4
3
,
5
75

△
 
1
.9

歳
出

総
額

Ｂ
4
4
,
6
6
0
,
4
84

4
.
9

4
2
,
5
5
9
,
2
34

1
.
5

4
1
,
9
2
1
,
3
14

7
.
8

3
8
,
8
9
8
,
4
40

3
.
2

3
7
,
6
9
8
,
3
01

△
 
6
.7

4
0
,
4
2
7
,
0
78

△
 
0
.8

歳
入

歳
出

差
引

額
Ｃ

1
,
4
3
5
,
4
15

△
 
4
.6

1
,
5
0
4
,
7
92

1
2
0
.2

6
8
3
,
2
61

△
 
2
8
.5

9
5
6
,
1
23

1
1
.4

8
5
8
,
5
00

△
 
1
5
.5

1
,
0
1
6
,
4
97

△
 
3
3
.2

翌
年

度
繰

越
額

Ｄ
3
3
0
,
7
17

△
 
4
1
.6

5
6
5
,
8
64

9
4
.0

2
9
1
,
6
52

3
9
.7

2
0
8
,
7
64

2
.
4

2
0
3
,
9
35

△
 
4
4
.6

3
6
8
,
2
37

1
8
8
.0

実
質

収
支

Ｅ
1
,
1
0
4
,
6
98

1
7
.7

9
3
8
,
9
28

1
3
9
.8

3
9
1
,
6
09

△
 
4
7
.6

7
4
7
,
3
59

1
4
.2

6
5
4
,
5
65

1
.
0

6
4
8
,
2
60

△
 
5
3
.5

単
年

度
収

支
Ｆ

1
6
5
,
7
70

△
 
6
9
.7

5
4
7
,
3
19

△
 
2
5
3
.8

△
 
3
5
5
,
7
50

△
 
4
8
3
.4

9
2
,
7
94

1
3
7
1
.8

6
,
3
05

1
0
0
.8

△
 
7
4
6
,
1
41

△
 
2
7
1
.0

積
立

金
Ｇ

4
7
0
,
0
97

1
2
2
.7

2
1
1
,
0
67

△
 
4
5
.0

3
8
3
,
6
13

1
5
.3

3
3
2
,
6
92

△
 
0
.6

3
3
4
,
5
61

△
 
5
2
.4

7
0
3
,
5
43

3
9
.8

繰
上

償
還

金
Ｈ

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

0
0
.
0

積
立

金
取

崩
額

Ｉ
1
0
0
,
0
00

△
 
7
1
.7

3
5
3
,
8
23

△
 
5
5
.5

7
9
5
,
0
00

5
0
.6

5
2
8
,
0
00

　
皆
増

0
0
.
0

2
5
9
,
8
03

1
3
6
.2

実
質

単
年

度
収

支
Ｊ

5
3
5
,
8
67

△
 
3
2
.5

4
0
4
,
5
63

1
5
2
.7

△
 
7
6
7
,
1
37

△
 
6
4
8
.3

△
 
1
0
2
,
5
14

△
 
1
3
0
.1

3
4
0
,
8
66

2
1
2
.7

△
 
3
0
2
,
4
01

△
 
1
3
6
.5

区
分

令
和

元
年
度

前
年

度
比
較

平
成
3
0
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
9
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
8
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
7
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
6
年

度
前

年
度

比
較

基
準

財
政

収
入

額
Ｋ

1
0
,
4
5
1
,
5
48

2
.
9

1
0
,
1
5
2
,
3
38

2
.
9

9
,
8
6
8
,
0
35

3
.
3

9
,
5
4
9
,
8
01

5
.
6

9
,
0
4
0
,
5
40

6
.
5

8
,
4
8
9
,
1
37

3
.
8

基
準

財
政

需
要

額
Ｌ

1
5
,
4
3
5
,
7
95

2
.
6

1
5
,
0
4
1
,
2
54

2
.
3

1
4
,
7
0
7
,
3
15

1
.
9

1
4
,
4
2
9
,
2
06

3
.
5

1
3
,
9
3
9
,
5
05

4
.
8

1
3
,
3
0
6
,
9
81

1
.
8

標
準

税
収

入
額

Ｍ
1
3
,
4
5
2
,
0
16

3
.
2

1
3
,
0
3
7
,
5
91

3
.
1

1
2
,
6
4
8
,
9
33

2
.
9

1
2
,
2
9
3
,
8
44

5
.
7

1
1
,
6
3
1
,
7
89

5
.
4

1
1
,
0
3
2
,
0
17

3
.
2

標
準

財
政

規
模

Ｎ
1
9
,
4
3
2
,
5
75

1
.
4

1
9
,
1
5
6
,
8
13

2
.
5

1
8
,
6
9
5
,
7
54

2
.
2

1
8
,
2
9
7
,
0
87

2
.
5

1
7
,
8
5
3
,
7
01

3
.
5

1
7
,
2
5
0
,
9
11

1
.
6

財
政

力
指

数
0
.
67

0
.
0

0
.
67

0
.
0

0
.
66

0
.
0

0
.
65

0
.
0

0
.
64

0
.
0

0
.
63

0
.
0

（
単

年
度

指
数

）
0
.
68

0
.
0

0
.
68

0
.
0

0
.
67

0
.
0

0
.
66

0
.
0

0
.
65

0
.
0

0
.
64

0
.
0

経
常

収
支

比
率

％
8
8
.5

1
.
9

8
6
.6

△
 
1
.3

8
7
.9

1
.
8

8
6
.1

△
 
1
.3

8
7
.4

1
.
4

8
6
.0

0
.
1

実
質

収
支

比
率

％
5
.
7

0
.
8

4
.
9

2
.
8

2
.
1

△
 
2
.0

4
.
1

0
.
4

3
.
7

△
 
0
.1

3
.
8

△
 
4
.4

経
常

一
般

財
源

比
率

％
1
0
0
.6

0
.
9

9
9
.7

1
.
3

9
8
.4

△
 
0
.3

9
8
.7

△
 
1
.2

9
9
.9

2
.
2

9
7
.7

0
.
1

公
債

費
負

担
比

率
％

1
1
.5

0
.
1

1
1
.4

△
 
0
.3

1
1
.7

0
.
6

1
1
.1

△
 
0
.6

1
1
.7

△
 
0
.1

1
1
.8

△
 
0
.2

実
質

公
債

費
比

率
％

8
.
0

0
.
2

7
.
8

0
.
0

7
.
8

△
 
0
.3

8
.
1

△
 
0
.5

8
.
6

△
 
0
.4

9
.
0

△
 
0
.2

公
債

費
比

率
％

7
.
7

△
 
0
.5

8
.
2

0
.
8

7
.
4

△
 
1
.1

8
.
5

△
 
0
.7

9
.
2

△
 
0
.2

区
分

令
和

元
年
度

前
年

度
比
較

平
成
3
0
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
9
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
8
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
7
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
6
年

度
前

年
度

比
較

積
立

金
現

在
高

8
,
6
5
7
,
1
03

6
.
7

8
,
1
1
2
,
5
12

3
.
8

7
,
8
1
6
,
8
68

△
 
0
.7

7
,
8
7
2
,
2
47

6
.
8

7
,
3
6
9
,
5
27

1
3
.1

6
,
5
1
5
,
9
33

△
 
6
.3

財
政

調
整

基
金

2
,
2
9
7
,
0
15

1
9
.2

1
,
9
2
6
,
9
18

△
 
6
.9

2
,
0
6
9
,
6
74

△
 
1
6
.6

2
,
4
8
1
,
0
61

△
 
7
.3

2
,
6
7
6
,
3
68

1
4
.3

2
,
3
4
1
,
8
07

2
3
.4

 
 
 
 減

債
基
金

1
6
2
,
4
05

△
 
1
.3

1
6
4
,
4
71

△
 
1
.2

1
6
6
,
4
44

1
4
4
.0

6
8
,
2
24

△
 
5
9
.3

1
6
7
,
5
72

△
 
4
0
.4

2
8
1
,
1
23

1
5
8
.6

特
定

目
的

基
金

6
,
1
9
7
,
6
83

2
.
9

6
,
0
2
1
,
1
23

7
.
9

5
,
5
8
0
,
7
50

4
.
8

5
,
3
2
2
,
9
62

1
7
.6

4
,
5
2
5
,
5
87

1
6
.2

3
,
8
9
3
,
0
03

△
 
2
1
.3

区
分

令
和

元
年
度

前
年

度
比
較

平
成
3
0
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
9
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
8
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
7
年

度
前

年
度

比
較

平
成
2
6
年

度
前

年
度

比
較

地
方

債
現

在
高

3
0
,
0
0
7
,
1
75

0
.
8

2
9
,
7
8
1
,
1
38

△
 
1
.4

3
0
,
2
1
0
,
9
21

△
 
1
.2

3
0
,
5
7
0
,
2
77

0
.
7

3
0
,
3
6
8
,
7
89

△
 
0
.2

3
0
,
4
2
8
,
3
03

0
.
6

債
務

負
担

行
為

額
1
4
,
6
6
1
,
7
82

3
.
3

1
4
,
1
8
6
,
8
74

△
 
7
.3

1
5
,
2
9
9
,
0
03

△
 
1
3
.6

1
7
,
7
1
4
,
7
65

2
8
.5

1
3
,
7
8
1
,
6
69

△
 
4
.2

1
4
,
3
9
3
,
2
17

1
2
.7

(
う

ち
一

般
財

源
等
)

8
,
0
6
6
,
3
74

1
8
.8

6
,
7
9
1
,
4
56

△
 
1
3
.8

7
,
8
7
9
,
8
75

△
 
8
.3

8
,
5
9
4
,
5
98

5
8
.2

5
,
4
3
1
,
7
22

1
4
.5

4
,
7
4
4
,
8
45

△
 
1
0
.2

＊
Ｃ

＝
Ａ

－
Ｂ

　
　

Ｅ
＝

Ｃ
－

Ｄ
　

　
Ｊ

＝
Ｆ

＋
Ｇ

＋
Ｈ

－
Ｉ

　
　

Ｆ
＝

Ｅ
－

前
年

度
の
Ｅ

財
政

力
指

数
＝

（
錯

誤
額

差
引

前
の

Ｋ
／

Ｌ
）

の
決

算
年

度
を

含
む

過
去

３
カ

年
の

単
純

平
均
値

経
常

一
般

財
源

比
率

＝
経

常
一

般
財

源
（

臨
財

債
除

く
）

÷
標

準
財

政
規

模
×

１
０

０
、

　
１

０
０

を
超

え
る

ほ
ど

経
常

一
般

財
源

に
余

裕
が

あ
り

歳
入

構
造

に
弾

力
性

が
あ

る。

普
通

会
計

収
支

状
況

・
諸

指
標

（
単

位
：

千
円

：
％
）

- 27 -



歳
入

歳
出

翌
年
度

積
立
金

債
務

負
担

差
　

　
引

繰
越

財
源

取
崩
額

翌
年

以
降

宜
野

湾
市

4
6
,
0
9
5
,
8
99

4
4
,
6
6
0
,
4
84

1
,
4
3
5
,
4
15

3
3
0
,
7
17

1
,
1
0
4
,
6
98

4
7
0
,
0
97

0
1
0
0
,
0
00

9
5
.4

9
,
2
5
0
,
9
35

那
覇

市
1
5
8
,
4
6
0
,
8
71

1
5
2
,
2
0
0
,
5
03

6
,
2
6
0
,
3
68

2
,
5
4
4
,
9
92

3
,
7
1
5
,
3
76

2
,
2
3
3
,
3
69

0
2
,
3
2
1
,
8
80

9
7
.5

3
6
,
6
6
8
,
0
32

う
る

ま
市

6
3
,
3
3
8
,
5
49

6
0
,
5
1
1
,
3
14

2
,
8
2
7
,
2
35

3
6
7
,
1
65

2
,
4
6
0
,
0
70

1
,
8
5
2
,
8
17

0
2
,
3
0
7
,
6
47

9
5
.5

8
,
3
5
8
,
5
35

宮
古

島
市

4
6
,
3
3
1
,
1
58

4
4
,
2
9
7
,
5
36

2
,
0
3
3
,
6
22

2
0
2
,
9
00

1
,
8
3
0
,
7
22

1
,
0
4
8
,
7
97

9
4
1
,
1
65

1
,
3
3
9
,
3
03

9
3
.9

1
1
,
3
8
4
,
6
72

石
垣

市
3
0
,
0
8
5
,
0
58

2
9
,
1
3
3
,
0
18

9
5
2
,
0
40

6
2
8
,
5
72

3
2
3
,
4
68

2
6
8
,
0
01

2
9
,
9
30

4
0
0
,
0
00

9
7
.2

9
,
7
4
1
,
7
45

浦
添

市
5
1
,
9
3
4
,
0
72

5
0
,
8
4
1
,
6
34

1
,
0
9
2
,
4
38

3
2
0
,
1
13

7
7
2
,
3
25

4
3
4
,
0
00

0
1
,
8
0
0
,
0
00

9
5
.6

4
,
9
9
8
,
4
54

名
護

市
4
3
,
0
1
3
,
0
55

4
1
,
9
6
6
,
0
92

1
,
0
4
6
,
9
63

9
8
,
4
48

9
4
8
,
5
15

1
,
2
5
5
,
3
09

0
1
,
1
4
0
,
5
73

9
5
.0

1
,
5
8
7
,
6
56

糸
満

市
2
9
,
6
8
2
,
4
58

2
9
,
0
7
5
,
2
64

6
0
7
,
1
94

1
1
4
,
7
21

4
9
2
,
4
73

1
0
2
,
8
71

0
0

9
5
.1

4
,
3
7
7
,
6
09

沖
縄

市
7
5
,
9
3
5
,
3
23

7
4
,
1
1
7
,
8
31

1
,
8
1
7
,
4
92

4
8
1
,
6
97

1
,
3
3
5
,
7
95

8
3
0
,
4
52

0
1
,
5
9
7
,
4
35

9
6
.4

1
6
,
9
8
9
,
3
89

豊
見

城
市

2
7
,
6
8
8
,
0
28

2
7
,
1
4
0
,
8
24

5
4
7
,
2
04

1
4
2
,
8
29

4
0
4
,
3
75

1
,
5
43

0
4
5
0
,
0
00

9
8
.2

4
,
0
6
3
,
0
37

南
城

市
2
5
,
7
9
9
,
7
98

2
4
,
2
9
6
,
2
61

1
,
5
0
3
,
5
37

2
3
9
,
1
63

1
,
2
6
4
,
3
74

7
1
6
,
3
94

1
8
6
,
3
27

1
,
3
6
5
,
6
49

9
8
.6

3
,
7
1
6
,
5
53

平
　
均

5
4
,
3
9
6
,
7
52

5
2
,
5
6
7
,
3
42

1
,
8
2
9
,
4
10

4
9
7
,
3
92

1
,
3
3
2
,
0
17

8
3
7
,
6
05

1
0
5
,
2
20

1
,
1
6
5
,
6
81

9
6
.2

1
0
,
1
0
3
,
3
29

※
各

市
の

決
算

カ
ー

ド
等

を
基

に
作

成
（

令
和

２
年

９
月

現
在
）

基
準

財
政

基
準

財
政

財
政

力
実

質
収

支
経

常
一

般

需
要

額
収

入
額

指
数

比
率

人
件

費
公

債
費

財
源

比
率

宜
野

湾
市

1
9
,
4
3
2
,
5
75

1
5
,
4
3
5
,
7
95

1
0
,
4
5
1
,
5
48

0
.
67

5
.
7

8
8
.5

(
9
3
.
1)

2
0
.2

1
3
.2

1
0
0
.6

那
覇

市
6
9
,
5
6
4
,
1
19

5
1
,
7
6
9
,
3
41

4
2
,
8
7
2
,
3
69

0
.
84

5
.
3

9
1
.0

(
9
7
.
0)

2
2
.9

1
4
.4

9
7
.5

う
る

ま
市

2
8
,
0
9
9
,
4
42

2
3
,
4
7
2
,
1
94

1
1
,
4
9
4
,
5
52

0
.
48

8
.
8

9
2
.6

(
9
6
.
3)

2
1
.8

1
6
.6

1
0
0
.4

宮
古

島
市

1
8
,
6
2
5
,
0
04

1
5
,
7
9
0
,
3
62

5
,
6
0
3
,
2
60

0
.
34

9
.
8

8
5
.4

(
8
8
.
1)

2
6
.3

1
9
.2

9
9
.4

石
垣

市
1
4
,
0
1
9
,
4
07

1
1
,
9
9
2
,
7
32

5
,
4
0
0
,
8
03

0
.
44

2
.
3

8
3
.5

(
8
6
.
6)

2
5
.7

1
3
.9

1
0
0
.6

浦
添

市
2
3
,
5
1
4
,
6
88

1
8
,
1
6
3
,
7
61

1
5
,
2
7
1
,
7
39

0
.
77

3
.
3

9
7
.3

(
1
0
1
.
0)

2
4
.3

1
3
.1

9
7
.9

名
護

市
1
6
,
3
9
1
,
3
21

1
3
,
9
6
6
,
3
88

6
,
3
8
9
,
4
10

0
.
46

5
.
8

9
2
.6

(
9
6
.
1)

2
3
.9

1
1
.6

1
0
6
.5

糸
満

市
1
2
,
5
1
0
,
6
46

1
0
,
4
7
0
,
6
03

5
,
5
5
2
,
8
42

0
.
52

3
.
9

9
2
.8

(
9
6
.
8)

2
3
.1

1
5
.1

9
8
.6

沖
縄

市
2
9
,
7
1
0
,
2
15

2
4
,
2
8
8
,
9
71

1
4
,
0
6
6
,
3
75

0
.
57

4
.
5

9
0
.4

(
9
4
.
6)

2
0
.8

1
0
.4

1
0
5
.6

豊
見

城
市

1
1
,
6
5
1
,
1
67

9
,
3
6
4
,
5
35

6
,
1
3
1
,
4
45

0
.
64

3
.
5

9
4
.4

(
9
9
.
3)

2
3
.6

1
5
.9

9
7
.9

南
城

市
1
1
,
3
4
8
,
8
88

9
,
7
7
4
,
1
71

3
,
6
2
7
,
6
76

0
.
36

1
1
.1

8
7
.9

(
9
0
.
4)

2
2
.0

1
8
.8

9
9
.0

平
　
均

2
3
,
1
6
9
,
7
70

1
8
,
5
8
9
,
8
96

1
1
,
5
3
2
,
9
11

0
.
55

5
.
8

9
0
.6

(
9
4
.
5)

2
3
.1

1
4
.7

1
0
0
.4

※
各

市
の

決
算

カ
ー

ド
等

を
基

に
作

成
（

令
和

２
年

９
月

現
在
）

1
8
.4

1
3
.6

1
2
.3

1
1
.5

負
担

比
率

公
 
債

 
費

1
0
.4

8
.
0

1
2
.3

1
4
.6

1
2
.8

8
.
8

1
1
.8

8
.
8

1
1
.2

1
1
.8

7
.
5

7
.
1

9
.
5

6
.
0

8
.
2

5
.
7

1
0
,
2
7
2
,
2
14

令
和

元
年

度
１

１
市

普
通

会
計

決
算

財
政

諸
指

標
比

較
表

区
　
分

標
準

財
政

規
模

△
 
2
5
,
6
12

△
 
7
4
,
8
50

△
 
4
8
8
,
5
40

（
単

位
：

千
円

：
％

）

経
 
常

 
収

 
支

 
比

 
率

△
 
2
8
8
,
6
12

単
 
年

 
度

収
　

　
支

1
6
5
,
7
70

△
 
7
4
9
,
1
76

6
3
1
,
0
60

1
9
1
,
8
97

△
 
2
4
2
,
6
34

△
 
9
4
,
0
56

実
質

公
債
費

比
　

　
率

4
,
5
2
6
,
3
18

△
 
1
,
0
3
1
,
0
3
3

1
1
,
7
5
9
,
7
27

△
 
5
8
1
,
8
97

3
,
6
9
3
,
7
27

9
,
2
4
9
,
5
53

△
 
2
9
7
,
7
06

△
 
1
4
,
4
97

△
 
2
6
4
,
0
50

△
 
1
3
3
,
4
40

6
,
7
6
2
,
8
21

1
7
6
,
2
30

△
 
1
,
4
6
0
,
0
5
6

7
,
8
0
9
,
2
70

△
 
1
7
3
,
8
76

9
,
4
0
6
,
7
30

8
8
,
3
74

令
和

元
年

度
１

１
市

普
通

会
計

決
算

収
支

比
較

表

実
質

単
年

基
金

残
高

ラ
ス

指
数

度
収
支

繰
上

償
還

実
質

収
支

区
　

　
分

歳
　

　
入

歳
　
出

積
立
金

　
(
財

調
決

算
額
）

5
3
5
,
8
67

8
,
6
5
7
,
1
03

△
 
8
3
7
,
6
87

1
9
,
2
7
9
,
5
76

1
6
,
7
3
3
,
9
64

8
4
2
,
5
56

1
5
,
1
1
5
,
5
70

△
 
3
4
4
,
7
03

5
.
7

7
.
3

7
.
2

7
.
3

地
方

債

残
高

3
0
,
0
0
7
,
1
75

1
3
2
,
9
9
4
,
9
41

4
9
,
3
4
8
,
3
89

4
0
,
7
1
2
,
5
40

（
単

位
：

千
円

：
％

）

2
1
,
5
4
1
,
1
66

4
1
,
1
4
4
,
2
85

2
2
,
6
5
1
,
3
72

3
6
,
4
9
8
,
8
71

2
9
,
3
3
7
,
8
07

1
8
,
4
1
7
,
4
97

4
0
,
7
9
2
,
5
39

3
0
,
2
8
4
,
8
40

- 28 -



コ
ー

ド
番

号
 
4
 
 
7
 
 
2
 
 
0
 
 
5
 
 1

 
市

 
町

 
村

 
類

 
型

　
Ⅱ

－
 
1

 
ふ

 
り

 
が

 
な

 
ぎ

 
 
の

 
 
わ

 
 
ん

 
 
し

 
令

和
元

年
度

交
付

税
　

Ⅰ
－

 
5

 
市

町
村

名
 
宜

 
 
 
野

 
 
 
湾

 
 
 
 
市

　
 
種

 
地

 
区

 
分

(
評

点
 
5
7
6
)

決
算

額
構

成
比

経
常

一
般

財
K
の

構
決

算
額

構
成

比
充

当
一

般
財

源
等

経
常

一
般

財

千
円

 
 
 
 
％

源
 
K
 
 
千

円
成

比
％

 
 
 
 
千

円
 
 
 
 
％

 
 
 
 
千

円
源

 
 
 
 
千

円

9
6
,
2
4
3
人

人
人

地
　

　
方

　
　

税
1
1
,
7
7
7
,
9
55

1
1
,
7
7
7
,
9
55

6
0
.3

人
 
 
 
 
件

 
 
 
 
費

4
,
7
5
4
,
3
68

1
0
.7

4
,
3
1
1
,
7
35

4
,
1
5
2
,
6
94

2
0
.
2%

2
1
.
2%

9
1
,
9
2
8
人

　
 
％

　
 
 
 
％

　
 
 
 
 
 
％

地
 
方

 
譲

 
与

 
税

1
5
1
,
4
86

1
5
1
,
4
86

0
.
8

 
う

ち
職

員
給

3
,
2
1
5
,
7
08

7
.
2

2
,
9
3
7
,
7
29

‐
‐

‐

 
増

 
減

 
率

4
.
7
％

4
,
8
6
1

利
子

割
交

付
金

5
,
2
95

5
,
2
9
5

0
.
0

扶
 
 
 
 
助

 
 
 
 
費

1
5
,
6
0
0
,
2
42

3
4
.9

4
,
1
7
6
,
0
06

4
,
1
1
3
,
9
01

2
0
.
0%

2
1
.
0%

住
本

(
R
2
.
3
.
3
1
)

9
9
,
5
4
9
人

 
人

人
配

当
割

交
付

金
1
8
,
7
28

1
8
,
7
28

0
.
1

公
 
 
 
 
債

 
 
 
 
費

2
,
7
8
6
,
3
39

6
.
2

2
,
7
2
2
,
4
88

2
,
7
2
2
,
4
88

1
3
.
2%

1
3
.
9%

民
台

(
H
3
1
.
3
.
3
1
)

9
8
,
5
0
2
人

　
 
％

　
 
 
 
％

　
 
 
 
 
 
％

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
1
3
,
1
59

1
3
,
1
59

0
.
1

 
元

利
償

還
金

2
,
7
8
5
,
1
49

6
.
2

2
,
7
2
1
,
2
98

2
,
7
2
1
,
2
98

1
3
.
2%

1
3
.
9%

基
帳

 
増

 
減

 
率

1
.
1
％

4
,
6
6
6

地
方

消
費

税
交

付
金

1
,
5
4
7
,
6
22

1
,
5
4
7
,
6
22

7
.
9

 
一

時
借

入
金

1
,
1
90

0
.
0

1
,
1
90

1
,
1
90

0
.
0%

0
.
0%

特
別

地
方

消
費

税
交

付
金

0
0

0
.
0

2
3
,
1
4
0
,
9
49

5
1
.8

1
1
,
2
1
0
,
2
29

1
0
,
9
8
9
,
0
83

5
3
.
5%

5
6
.
2%

　
　

 
 
千

円
　

　
 
 
千

円
　

の
状

況
自

動
車

取
得

税
交

付
金

2
4
,
9
54

2
4
,
9
54

0
.
0

物
 
 
 
 
件

 
 
 
 
費

5
,
4
0
4
,
6
97

1
2
.1

4
,
1
9
8
,
8
08

3
,
4
1
9
,
5
86

1
6
.
6%

1
7
.
5%

○
市

町
村
圏

4
,
9
18

4
,
91
8

0
.
0

維
 
持

 
補

 
修

 
費

2
9
2
,
8
20

0
.
7

2
6
9
,
3
83

1
5
9
,
3
60

0
.
8%

0
.
8%

 
1
　

歳
　

入
　

総
　

額
Ａ

 
 
再

建
､
山

村
地

方
特

例
交

付
金

等
1
8
9
,
2
38

1
8
9
,
2
38

1
.
0

補
 
 
助

 
 
費

 
 
等

3
,
8
7
8
,
0
98

8
.
7

1
,
7
6
4
,
5
82

1
,
4
6
3
,
0
48

7
.
1%

7
.
5%

 
 
財

政
､
過

疎
地

 
方

 
交

 
付

 
税

5
,
6
3
2
,
7
95

4
,
9
7
0
,
6
53

2
5
.4

繰
 
 
 
 
出

 
 
 
 
金

2
,
7
4
3
,
0
05

6
.
1

2
,
1
7
8
,
1
29

2
,
1
6
8
,
5
26

1
0
.
5%

1
1
.
1%

 
2
　

歳
　

出
　

総
　

額
Ｂ

 
 
不

交
付

 
 
(
普

通
交

付
税

)
4
,
9
7
0
,
6
53

4
,
9
7
0
,
6
53

‐
投

資
出

資
貸

付
金

9
,
0
71

0
.
0

7
1

7
1

0
.
0%

0
.
0%

 
3
 
 
歳

入
歳

出
差

引
額

 
 
新

産
 
 
(
特

別
交

付
税

)
6
6
2
,
1
42

‐
積

 
 
 
 
立

 
 
 
 
金

1
,
5
0
9
,
7
52

3
.
4

1
,
1
6
6
,
1
10

 
 
　

　
　

　
　

　
 
A
-
B
　

Ｃ
 
 
低

開
発

 
 
 
 
小

 
 
 
 
 
 
計

1
9
,
3
6
6
,
1
50

1
8
,
7
0
4
,
0
08

9
5
.6

‐
‐

‐

 
4
　

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

 
 
工

特
､
産

炭
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1
1
,
4
64

1
1
,
4
64

0
.
1

経
常

収
支

比
率

　
 
 
べ

き
財

源
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ
分

担
金

 
負

担
金

3
8
2
,
2
07

3
5

0
.
0

投
 
資

 
的

 
経

 
費

7
,
6
8
2
,
0
92

1
7
.2

1
,
4
6
6
,
5
78

8
8
.
5%

③
/
①

　

 
5
　

実
 
質

 
収

 
支

 
ｱ

 
ｲ

　
事

務
の

共
同

使
 
 
 
 
用

 
 
 
 
料

2
1
5
,
9
60

1
,
4
59

0
.
0

 
う

ち
人

件
費

2
4
3
,
9
50

0
.
5

1
3
2
,
8
84

9
3
.
1%

③
/
②

　
C
-
D
 
 
Ｅ

 
 
 
積

立
金

現
在

高
　

処
理

の
状

況
手

 
 
 
 
数

 
 
 
 
料

2
0
1
,
2
26

5
2

0
.
0

　 　
普

通
建

設
事

業
7
,
6
8
2
,
0
92

1
7
.2

1
,
4
6
6
,
5
78

 
ｲ
-
ｱ

　
 
 
う

ち
財

政
調

整
基

金
○

ご
み

処
理

国
 
庫

 
支

 
出

 
金

1
3
,
7
4
0
,
5
34

-
‐

補
 
 
助

7
,
3
6
9
,
8
36

1
6
.5

1
,
1
9
9
,
2
24

 
6
 
 
単

 
年

 
度

 
収

 
支

　
Ｆ

 
 
 
 
う

ち
減

 
債

 
基

 
金

○
し

尿
処
理

国
有

提
供

施
設

交
付

金
6
6
0
,
8
02

6
6
0
,
8
02

3
.
4

単
 
 
独

3
1
2
,
2
56

0
.
7

2
6
7
,
3
54

歳
入

経
常

一
般

財
源

額

 
 
そ

の
他

特
定

目
的

基
金

　
伝

染
病

関
係

県
 
 
支

 
 
出

 
 
金

5
,
2
0
1
,
9
25

‐
‐

受
託

（
補

助
）

-
-

-

 
7
 
 
積

　
　

立
　

　
金

　
Ｇ

 
 
 
地

方
債

現
在

高
 
 
小

学
校

関
係

財
 
 
産

 
 
収

 
 
入

2
9
1
,
0
65

1
4
6
,
9
34

0
.
8

県
事

業
負

担
等

-
-

-

　
う

ち
政

府
資

金
現

在
高

 
 
中

学
校

関
係

寄
 
 
 
 
附

 
 
 
 
金

5
3
,
4
85

‐
‐

災
害

復
旧

事
業

費
‐

‐
‐

 
8
 
 
繰

 
上

 
償

 
還

 
金

 
 

Ｈ
 
 
債

務
負

担
行

為
額

 
 
税

務
関
係

繰
 
 
 
 
入

 
 
 
 
金

1
,
3
8
6
,
4
41

‐
‐

‐
‐

‐
歳

入
一

般
財

源
等

（
翌

年
度

以
降

支
出

予
定

額
）

 
 
火

葬
場

繰
 
 
 
 
越

 
 
 
 
金

1
,
5
0
5
,
5
41

‐
‐

‐
‐

‐
2
3
,
6
8
9
,
3
05

 
9
 
 
積

立
金

取
く

ず
し

額
 

Ｉ
 
 
消

 
 
防

諸
 
 
 
 
収

 
 
 
 
入

3
1
2
,
7
93

2
0
,
7
86

0
.
1

‐
‐

‐

1
0
　

実
質

単
年

度
収

支
○

そ
の
他

地
 
 
 
 
方

 
 
 
 
債

2
,
7
6
6
,
3
06

-
-

9
5
.4

　
　

F
 
+
 
G
 
+
 
H
 
-
 
I
　

 
Ｊ

4
6
,
0
9
5
,
8
99

1
9
,
5
4
5
,
5
40

1
0
0
.0

普
通

会
計

か
ら

の
職

員
数

千
円

繰
入

額
　

　
千

円
人

国
民

健
康

保
険

事
業

 
 
無

 
構

成
比

超
 
 
過

決
算

額
構

成
比

土
地

区
画

整
理

事
業

 
 
無

　
　

　
　

　
　

 
円

％
課

税
額

千
円

％

下
 
水

 
道

 
事

 
業

 
 
有

9
0
1
,
0
0
0

 
個

人
分

1
.
3

 
議

 
 
 
 
会

 
 
 
 
費

3
0
4
,
0
11

0
.
7

介
護

保
険

事
業

 
 
無

7
4
2
,
0
0
0

 
法

人
分

1
.
7

 
総

 
 
 
 
務

 
 
 
 
費

6
,
8
4
3
,
8
53

1
5
.3

後
期

高
齢

者
医

療
事

業
 
 
無

6
7
2
,
0
0
0

3
5
.4

 
民

 
 
 
 
生

 
 
 
 
費

2
1
,
3
5
5
,
1
82

4
7
.8

上
 
水

 
道

 
事

 
業

 
 
有

4
7
9
,
0
0
0

3
.
8

 
衛

 
 
 
 
生

 
 
 
 
費

2
,
0
2
4
,
1
71

4
.
5

4
2
6
,
0
0
0

 
固

 
定

 
資

 
産

 
税

4
8
.2

 
労

 
 
 
 
働

 
 
 
 
費

1
2
7
,
0
94

0
.
3

4
0
9
,
0
0
0

 
軽

 
自

 
動

 
車

 
税

2
.
8

 
農

 
林

 
水

 
産

 
業

 
費

3
8
,
5
70

0
.
1

4
0
0
,
0
0
0

 
市

町
村

た
ば

こ
税

6
.
8

 
商

 
 
 
 
工

 
 
 
 
費

5
5
7
,
0
33

1
.
2

円
 
電

 
 
 
 
気

 
 
 
 
税

‐
 
土

 
 
 
 
木

 
 
 
 
費

3
,
5
1
1
,
3
49

7
.
9

円
 
ガ

 
 
 
 
ス

 
 
 
 
税

‐
 
消

 
 
 
 
防

 
 
 
 
費

1
,
1
0
0
,
8
79

2
.
5

円
 
特

別
土

地
保

有
税

-
 
教

 
 
 
 
育

 
 
 
 
費

6
,
0
1
2
,
0
03

1
3
.5

円
法

定
外

普
通

税
旧

法
税

‐
 
災

 
害

 
復

 
旧

 
費

-
‐

 
目

 
 
 
 
的

 
 
 
 
税

0
.
0

 
公

 
 
 
 
債

 
 
 
 
費

2
,
7
8
6
,
3
39

6
.
2

均
等

割
3
,5

0
0
円

 　
　

　
　

5
0
 千

円
 
入

 
 
湯

 
 
税

0
.
0

 
諸

 
 
支

 
 
出

 
 
金

‐
‐

標
準

税
率

に
 　

　
3
,0

0
0
 千

円
 
都

市
計

画
税

‐
前

年
度

繰
上

充
用

金
‐

‐

対
す

る
比

率
 
そ

 
 
の

 
 
他

‐
特

別
区

調
整

納
付

金
‐

‐

1
.0

1
0
0
.0

4
4
,
6
6
0
,
4
84

1
0
0
.0

※
R
1
健

全
化

判
断

比
率

（
実

質
赤

字
比

率
　

－
％

、
連

結
実

質
赤

字
比

率
　

－
％

、
実

質
公

債
費

比
率

　
8
.
0％

、
将

来
負

担
比

率
　
6
9
.
2％

）

令
和

元
年

度
決

 
算

 
状

 
況

都
道

府
県

名
市

町
村

名
宜

 
野

 
湾

 
市

Ⅱ
―
1

沖
 
縄

 
県

（
　

R
0
2
.
8
.
1
2
作

成
　

）

歳
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 入

性
　

　
　

　
質

　
　

　
　

別
　

　
　

　
歳

　
　

　
　出

人
　

　
　

　
口

面
 
積

 
k
㎡

人
口

密
度

 
人

口
集

中
産

業
構

造
区

 
 
 
 
 
 
分

 
 
区

 
 
 
 
 
 
分

経
常

収
支

比
率

%

左
の

う
ち

、
臨

財
債

を
除

く
額

地
区

人
口

区
分

第
１

次
第

２
次

第
３

次

国 　 調

平
成

2
7
年

就 業 人 口

H
2
7
年

国
　

調

 
　

2
6
7
人

 
4
,
9
6
4
人

1
9
.
8
0

9
5
,
5
0
4

0
.
7

1
3
.
1

3
2
,
6
2
2
人

2
5
.6

平
成

2
2
年

 
平

成
2
7
年

平
成

2
7
年

0
.
3

8
6
.
2

0
.
0

H
2
2
年

国
　

調

 
　

2
5
1
人

 
5
,
0
3
2
人

3
2
,
0
6
6
人

0
.
0

 
平

成
2
2
年

平
成

2
2
年

0
.
0

内 訳
9
1
,
1
1
9

0
.
7

1
3
.
5

8
5
.
8

3
.
4

区
分

平
成

3
0
年

度
令

和
元

年
度

区
分

指
数

等
指

定
団

体
等

0
.
0

 
 
 
小

 
 
 
 
計

0
.
1

基
準

財
政

収
入

額
1
0
,
4
5
1
,
5
4
8

自
動

車
税

環
境

性
能

割
交

付
金

0
.
0

4
4
,
0
6
4
,
0
2
6

4
6
,
0
9
5
,
8
9
9

基
準

財
政

需
要

額
1
5
,
4
3
5
,
7
9
5

0
.
4

 
　

標
準

税
収

入
額

等
1
3
,
4
5
2
,
0
1
6

1
2
.2

4
2
,
5
5
9
,
2
3
4

4
4
,
6
6
0
,
4
8
4

 
　

標
準

財
政

規
模

1
9
,
4
3
2
,
5
7
5

1
0
.8

 
　

財
政

力
指

数
 
 
 
0
.
6
7

1
.
4

経
常

経
費

充
当

一
般

財
源

合
計

1
,
5
0
4
,
7
9
2

1
,
4
3
5
,
4
1
5

　
 
実

質
収

支
比

率
5
.
7
%

4
2
.0

前
年

度
繰

上
充

用
金

1
8
,
1
9
9
,
6
74

 
 
経

常
一

般
財

源
比

率
1
0
0
.
6
%

0
.
0

5
6
5
,
8
6
4

3
3
0
,
7
1
7

　
 
公

債
費

負
担

比
率

1
1
.
5
%

0
.
8

実
質

公
債

費
比

率
8
.
0
%

0
.
5

9
3
8
,
9
2
8

1
,
1
0
4
,
6
9
8

8
,
6
5
7
,
1
0
3

0
.
4

2
,
2
9
7
,
0
1
5

2
9
.8

5
4
7
,
3
1
9

1
6
5
,
7
7
0

1
6
2
,
4
0
5

1
.
5

6
,
1
9
7
,
6
8
3

1
1
.3

2
0
,
5
5
5
,
4
46

2
1
1
,
0
6
7

4
7
0
,
0
9
7

3
0
,
0
0
7
,
1
7
5

0
.
6

1
9
,
5
4
5
,
5
40

2
1
,
5
0
7
,
1
4
5

0
.
1

0
0

1
4
,
6
6
1
,
7
8
2

3
.
0

失
業

対
策

事
業

9
,
2
5
0
,
9
3
5

3
.
3

‐

3
5
3
,
8
2
3

1
0
0
,
0
0
0

0
.
7

‐
　

ﾗ
ｽ
ﾊ
ﾟ
ｲ
ﾚ
ｽ
指

数

6
.
0

合
 
 
 
 
計

4
4
,
6
6
0
,
4
84

1
0
0
.0

2
2
,
2
5
3
,
8
90

4
0
4
,
5
6
3

5
3
5
,
8
6
7

合
 
 
 
 
 
 
計

1
0
0
.0

　
（

H
3
1
.
4
.
1
現

在
）

公 営 事 業 の 状 況

事
業

名
法

適
用

実
質

収
支

額
特

別
職

等
市

町
村

税

 
増

減
率

1
2
9
,
7
2
7

5
5
9
,
0
7
4

1
3

目
的

別
歳

出

の
有

無

△
 
8
9
6
,
2
3
6

9
3
7
,
7
1
6

1
7

 
区

　
分

改
定

実
施

 
給

料
(
報

酬
)
 
月

額
区

分
決

 
算

 
額

区
分

充
当

一
般

財
源

等

1
0

1
0

年
 
月

 
日

千
 
円

％

市
長

 
H
8
.
4
.
1

市 民 税

均 等
割

1
5
6
,
6
12

5
.
0

‐
3
0
4
,
0
11

1
2
9
,
4
8
5

9
6
0
,
2
8
2

2
1

副
市

長
〃

2
0
4
,
3
10

△
 
0
.2

‐
4
,
0
6
8
,
1
11

3
4
,
0
9
1

8
4
4
,
8
3
7

3
教

育
長

〃
所

　
 
得

　
 
割

4
,
1
5
3
,
3
17

6
.
7

‐
7
,
9
7
7
,
9
58

2
0
5
,
0
7
3

2
7
,
8
0
8

3
0

議
会

議
長

 
H
1
0
.
4
.
1

法
 
人

 
税

 
割

4
4
8
,
4
10

2
2
.3

‐
1
,
6
0
3
,
5
04

‐
‐

‐
‐

-
議

会
副

議
長

〃
5
,
6
7
7
,
8
32

5
.
4

‐
1
0
0
,
5
28

‐
‐

‐
‐

-
委

員
長

〃
3
3
1
,
4
06

5
.
8

‐
3
2
,
5
60

普 通 会 計 職 員 数

区
分

職
員

数
1
人

当
た

り
の

給
料

月
額

議
会

議
員

〃
8
0
2
,
4
59

1
6
.1

‐
2
1
2
,
4
17

 
　

一
 
般

 
職

 
員

5
8
3

2
9
0
,
5
0
0

‐
‐

‐
‐

‐
‐

1
,
4
0
2
,
1
81

 
 
う

ち
消

防
関

係
9
1

2
7
5
,
1
0
0

‐
‐

‐
‐

‐
‐

7
7
5
,
0
25

教
 
育

 
公

 
務

 
員

3
7

3
3
8
,
1
0
0

‐
‐

‐
-

‐
‐

3
,
0
5
5
,
1
07

計
6
2
0

2
9
3
,
2
0
0

‐
‐

‐
‐

‐
‐

-

適
用

税
率

の
状

況
徴 　 収 　 率

区
　

　
　

　
分

現
年

課
税

分
滞

納
繰

越
分

合
  

計
3
,
6
09

△
 
1
1
.1

‐
2
,
7
2
2
,
4
88

市 民 税

個 人 分

市 民 税

法 人 分

均
等

割
　

　
　

　
　

％
　

　
　

　
　

％
　

　
　

　
　

％
内 容

3
,
6
09

△
 
1
1
.1

‐
‐

‐
‐

‐

所
得

割

市
  

民
  

税
9
8
.8

4
1
.6

9
7
.3

‐

法
人

税
割

(H
27

.1
0
.1

)
9
.7

%
固

定
資

産
税

9
8
.9

5
1
.2

9
8
.0

‐
‐

‐
‐

固
定

資
産

税
1
.4

％
合

  
  

  
計

9
8
.9

4
5
.4

9
7
.7

合
 
 
 
 
 
 
計

1
1
,
7
7
7
,
9
55

7
.
0

‐
合

 
 
 
 
 
 
計

2
2
,
2
5
3
,
8
90

←
①

臨
財
債

を
含
む

額

↑
②

臨
財
債

を
除

く
額

③

↑
減

収
補

て
ん

債
特

例
分

及
び

臨
時
財

政
対

策
債

を
除

く

- 29 -



の３ヵ年平均

 地方公共団体の会計は、基本的な経費を経理
する一般会計と、特定の場合に設置される特別
会計とによって構成されているが、個々の団体
ごとに各会計の範囲が異なっている等のため、
団体間の財政比較や統一的な掌握が困難な状況
にある。普通会計は、地方財政統計上、全国統
一的に用いられる会計区分であり、それによ
り、地方公共団体間の財政比較や水準の把握が
可能となる。

各団体の決算→地方財政統計調査（決算
統計）→普通会計→各団体間の比較・水
準の把握が可能。→財政分析→財政の健
全化の掌握。

　財政構造の弾力性を測定する比率。
　人件費、扶助費、公債費等の義務的経費に、
地方税、地方交付税、地方譲与税を中心とした
経常一般財源がどの程度充当されたかみる指標
で、この比率が低いほど、普通建設事業費等の
臨時的経費に充当できる一般財源に余裕があ
り、財源構造が弾力性に富んでいることを示
す。
一般に ７５％  程　度・・・安全ｿﾞｰﾝ
　　　 ７６％～８５％・・・要注意ｿﾞｰﾝ
　　　 ８６％　以　上・・・危険ｿﾞｰﾝ

{（基準財政収入額－各種譲与税－交通
安全対策特別交付金）×１００/７５＋
各種譲与税＋交通安全対策特別交付金}
＋普通交付税

普 通 会 計

普 通 交 付 税

 普通交付税は、地方交付税の主体をなすもの
で、地方交付税総額の９４％に相当する。残り
６％は特別交付税として、特別の財政需要や特
別の事情がある場合に交付される。普通交付税
は、原則として、各地方公共団体の標準的な財
政需要及び財政収入を合理的に測定するために
一定の方法によって算定した基準財政需要額
が、基準財政収入額を超えた場合に、財源不足
額として交付される。

一般財源（交付税交付額）の補填機能を
有する地方債

財政用語ミニ解説

用　　語 意　　　　味 算　　　　式

経 常 収 支 比 率

実 質 収 支

　決算収支をあらわすもので、累年による黒
字、赤字の額を示す。一定の黒字を出すことが
財政運営の基本であり、後年度の財源調整とし
て適度の剰余も考えられる。

（歳入－歳出）－翌年度へ繰越すべき財
源=実質収支

経常経費充当の一般財源の額
経　常　一　般　財　源

×１００（％）

標 準 財 政 規 模

形 式 収 支
　決算収支をあらわすもので、歳入決算総額か
ら歳出決算総額を単純に差し引いた額、歳入歳
出差引額。

歳入決算額－歳出決算額＝形式収支（歳
入歳出差引額）

財 政 力 指 数

基準財政需要額－基準財政収入額＝普通
交付税交付基準額（財源不足額）

臨 時 財 政 対 策 債

 地方一般財源の不足に対処するため発行が許
可される地方債で、地方交付税制度を通じて標
準的に保障されるべき地方一般財源の規模を示
す各地方公共団体の基準財政需要額を基本に、
団体ごとの発行可能額が算定される。

　当該団体の財政力を示す指数。
　基準財政収入額を基準財政需要額で除して得
た数値の当該年度を含む過去３ヵ年の平均値を
いう。「１」に近くあるいは「１」を超えるほ
ど財源に余裕があるものとされ、「１」を超え
ると普通交付税の不交付団体となる。

基準財政収入額
基準財政需要額

 当該団体の一般財源の標準規模を示した額
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財政用語ミニ解説

用　　語 意　　　　味 算　　　　式

　
×１００(％)

義 務 的 経 費

　地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務
づけられ任意に削減できない経費をいう。歳出
のうち経常的経費とされている人件費、物件
費、維持補修費、扶助費、補助費等、公債費の
６費目は、広い意味ではすべて義務的経費であ
るが、人件費、扶助費、公債費の３費目が厳密
な意味での義務的経費とされる。

扶助費→地方公共団体が各種の法令、す
なわち生活保護法、児童福祉法、老人福
祉法等に基づき被扶助者に対して支給す
る費用。

普 通 建 設 事 業 費
　道路、橋梁、学校、庁舎等公共用又は公用施
設の新増設等の建設事業に要する投資的経費。

投資的経費→その支出の効果が資本形成
に向けられ、施設等がストックとして将
来に残るものに支出される経費。普通建
設事業費、災害復旧事業費、失業対策事
業費等。

公債費充当一般財源等

歳出総額充当一般財源等－歳計剰余金等
充当一般財源等

×１００（％）

実 質 公 債 費 比 率

　起債制限比率について一定の見直しを行った
新たな指標として、2006年度に導入。地方自治
体における一般財源の規模に対する公債費の割
合で、従来の起債制限比率では計算されない、
公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出
し等が反映され、実質的な財政の明確化、透明
化等を図る。
　この比率が１８％以上で地方債発行に国の許
可が必要で、２５％以上で単独事業の地方債が
発行できない。

（地方債の元利償還金（繰上償還を除
く）＋地方債の元利償還金に準ずるも
の）－（元利償還金に充てられる特定財
源＋普通交付税の額の基準財政需要額に
算入された地方債の元利償還金）
標準財政規模－普通交付税の額の基準財
政需要額に算入された地方債の元利償還
金

実 質 収 支 比 率

公 債 費 負 担 比 率

　地方公共団体における公債費による財政負担
の度合いを判断する指標の一つで、公債費に充
当された一般財源の一般財源総額に対する割
合。
　公債費負担比率が高いほど、一般財源に占め
る公債費の比率が高く、財政構造の硬直化が進
んでいることを表す。

　標準財政規模に対する実質収支額の割合。
実質収支額が黒字の場合は正数、赤字の場合は
負数で示される。
  黒字の場合はおおむね３～５％が望ましいと
される。

実質収支額
標準財政規模
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